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【翻訳］
サンフォー ド ・M・ジャコー ビィ著
「ヒュー マン・リソー ス・マネジメントの1世紀」
伊藤健市
はじめに
アメリカにおける人事・労務管理の展開のなかで，現在のヒューマン・
リソース・マネジメント (HumanResource Management)がどのような
位置にあるのかを理解することは， ヒューマン・リソース・マネジメント
の本質を考える上で避けて通れない問題である。
今回翻訳しているサンフォード ・M・ジャコービィ (SanfordM. 
Jacoby)教授の「ヒューマン・リソース・マネジメントの 1世紀 (A
Century of Human Resource Management)」(BruceE. Kaufman et al, ed., 
From Industrial Relations to Human Resources and Beyond (Armonk, NY: M. 
E. Sharpe, 2003) に所収）は，アメリカにおける人事・労務管理（ジャ
コービィ教授は人事管理として使用）の展開を，科学的管理法，人間関係
論，従業員参加などといった「テクニックや考え方の変遷」ではなく，ア
メリカ社会の歴史的な脈絡のなかに位置づけて考察されている。
そこでは，労働市場の変化，政府の規制，組合運動という 3つの企業外
の諸力に人事・労務管理が大きく影響を受け，振り子の針が左右に振れる
ように，興隆と没落を繰り返しながら現在に至っていることが分析されて
いる。そこでは，壮大な絵巻物を見ているかのように100年に及ぶ物語が
進行していくのである。
著者のジャコービィ教授は， UCIA(University California Los Angeles) 
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のアンダースン経営大学院教授であり，その主著は『雇用官僚制』・『会社
荘園制』として， ともに北海道大学図書刊行会から出版されている（詳し
くは「参照文献」に記載）。また，筆者は，すでに彼の論文を翻訳してい
る（「不自然な消滅：独立ローカル組合の興隆と没落」『関西大学商学論
集』第46巻第5号， 2001年）。
翻訳許可に関しては， M・E・シャープ社 (M.E. Sharpe)のエリザベ
ス・T・グランダさん (ElizabethT. Granda)に大変お世話になった。こ
こに記して感謝の意を表したい。（本文の IIは訳注であり，傍点は原文
がイタリックであることを示している。）
（なお，この翻訳は平成14年度国内研修員としての研究成果の一部である。）
ヒュー マン・リソー ス・マネジメントの1世紀
サンフォー ド ・M・ジャコー ビィ
人事管理の歴史の大部分が，それを生み出した歴史的な文脈から切り離
され，その領域をテクニックや考え方の変遷として紹介している点で，歴
史と無関係なのは皮肉なことである。科学的管理法，人間関係論，従業員
参加は， こういった運動を生み出した社会的・経済的な諸力についての全
体像を，わずかにあるいはまった＜提供することのない物語を伴って順々
に行進を続けているだけである。人事管理史の標準的なテキストと見なさ
れてきた書物も，企業内での人事管理者の役割，例えば，他の管理者との
関係あるいは経営上の意思決定や経営戦略に対する影響（あるいはその欠
如）についてはほとんど語っていないのである (Ling1965; Milton 
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1970; Nestor 1986)。
この小論での議論は異なった方法をとる。それは，人事管理者一~そし
て彼らを雇用している企業-をアメリカ社会の文化的な趨勢のなかに位. . . 
置づけようとする方法である。この方法は，企業内の人事管理の役割と地
位が，労働市場，政府の規制，組合，そして何が「公正な」雇用を構成し． 
ているのかを決定する社会的な規範， といった企業外の諸力に常に大きく
依存してきたと主張するものである。労働力不足，従うべき新たな法律，
あるいは組合からの脅威が生じた時，すなわち外部環境が予測不能の事態
を創り出した時に，人事管理者は戦略上の意思決定で演じる役割と相当な
予算を伴う比較的強力な立場にあることを知るのである。しかし，外部環
境が比較的安定していて，ある程度予測可能な場合，人事管理は通常企業
のトーテムポールでは下の方に位置している。それゆえ，人事管理の権限
と影響力は，それ自身がもつ力よりもむしろ外部に存在する諸要因に左右
されているのである。
管理職のなかで，なぜ人事管理者は歴史的にこれほど弱いグループだっ
たのであろうか。まず第 1に，彼らは量的な基準で考える人たちによって
支配される世界で，質的あるいは「ソフトな」問題（日本人なら「湿っぼ
い問題」と言うであろう）を処理していた。第2に，考え方の変遷が示す
ように，人事管理者はエンジニアや会計士と違い，その専門上での正当性
を主張する理論的に首尾一貫したパラダイムを一度も展開したことがな
かったのである。それで，人事の専門職業化が出現した時~我々はこの
現象を検討するのであるが—，例によってそれは理論的な内容を欠いた
自己弁護のための戦略でしかなかった。最後に，人事管理者は，従業員と
ライン・マネジャーの間であいまいな社会的役割を演じる立場にあり，こ
のことが従業員とライン・マネジャーの双方から信頼されない存在にして
いた。人事管理者のあいまいな役割は，株主が組織の主役で，経営者はそ
の代理人であり，従業員は「ステークホルダー」としての資格もない生産
の単なる一要因である， とするアメリカ流資本主義の広く行きわたってい
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る規範によって強められていた。しかし，後で考察するように，株主の優
位性自体が時としてその正当性を疑われ，そういった疑義が生じた際に
は，人事管理者の権限強化に結び付くのである。
人事管理のルーツ
アメリカが工業社会に入った19世紀末でも，多くの企業—たとえ大企
業であっても—は，その従業員を管理する体系だった方法はほとんど
とっていなかった。たいていの企業は，毎日の生産高と雇用に関する意思
決定を第一線のライン監督者—フォアマン一一仁任せることで満足し．
時には彼らに所定の業務あるいは部門に関するすべての管理責任を請け負
わせている場合もあった。だが，テクノロジーと組織がいっそう複雑化す
るにつれて， この分権型の方法は問題を生じることとなった (Nelson
1975)。さまざまな部門間の調整を欠いていたことで生産の流れが妨げら
れ，コストに関するデータが保管されていないか，あるいは不定期的にし
か集められていなかった。その結果，企業は．スループット｛加工処理｝
のスピードを上げるのが難しいことを発見した｛スループットとは，単一
のプラントあるいは工場内での原材料の流れのこと｝。スループットのス
ビードは，歴史家アルフレッド ・D・チャンドラー (AlfredD. Chandler) 
が論証したように，企業の成長や大量生産・大量販売にとって重要な要因
であった (Chandler1977)。
1880年から1920年の間に．体系的管理運動（フレデリック ・W・テイ
ラー (FrederickW. Taylor)の科学的管理法はその構成要素の 1つであっ
た）が調整と統制の新しい方法を産業界に導入し始めた。それは，フォア
マンと熟練労働者に生産計画の立て方と作業を遂行する順序を伝えるシス
テムであった。この新しいシステムはまた，原価計算に加えて技術的な任
務と管理上の任務を処理するスタッフ部門の創設も含んでいた (Litterer
1963)。しかし，この新しいシステムは一般に，労働者の採用，解雇，教
育訓練給与支払いに対するフォアマンの支配には手をつけていなかっ
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た。
だが． フォアマンの帝国には 2つの方面からの侵略があった。第 1に．
インダストリアル・エンジニアはさまざまな刺激賃金制度を導入した。そ
れは．生産性を引き上げ．そのことによって出現しつつあった労働不安を
阻止するのに十分な程度にまで賃金を上げることを期待されていた
(Taylor 1895; Thompson 1914)。第 2に．いくつかの企業がインダストリ
アル・エンジニア流のやり方—命令を伝える手続き，正確な記録．そし
て慣例化されていた職能の細分化一ーを生産に取り入れ．それを採用にも
活用した。そういった企業はいわゆる雇用部を創設した。それは．従業員
になってもらえそうな者にインタヴューし．「問題のある」従業員を監視
し．そして新入社員を必要とされる部門に割り当てていた。最も初期の雇
用部は. 1900年にグッドイヤー社 (Goodyear) に設置されたものであっ
たl(Jacoby 1985; Eilbirt 1959)。
19世紀末から20世紀初頭は．アメリカとヨーロッパの双方で．政情不安
と労働不安が頻発していた時代であった。アメリカでは．社会主義的な思
想あるいはアナーキスト的な思想が．移民だけでなくアメリカ生まれの労
働者や農民にも受け入れられていた。職業別組合は周期的に企業との激し
い争議に関与し．未組織労働者はストライキに訴えたり．単にもっといい
仕事を求めて仕事を辞めたりしていた。労働移動率｛離職率）は現代の基
準からすれば極めて高く．その状況はフォアマン流の採用・解雇方法のせ
いでさらに悪化していた。中産階級出身の改革者たちは．「向上運動
(uplift)」という宗教的・世俗的な考え方とヨーロッパで試されていた立
法上の実験に鼓舞されて，上記のような問題の改善方法を模索していた
(Rodgers 1998; Wiebe 1967)。
工業労働者を支援するという宗教的な衝動は．改革プロテスタント主義
の社会福音 (SocialGospel). カトリックの互助会．そしてクエーカー教
1)小規模企業による共同的な雇用事務所の活用， とくに「組合つぶし」を目的とし
た活用の 1つの事例は， Harris(2000)を参照のこと。
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徒の共産社会主義 (communitarianism)を含むさまざまな世紀転換期の
運動という形で現れていた。奉仕活動と向上運動に関係していた最も初期
の組織の 1つがキリスト教青年会 (YMCA)であった。それは， 1870年代
に鉄道労働者向けの祈祷会と聖書研究会のための特別の部屋を駅の構内に
建てていた。 1888年，鉄道界の大物であったコーネリアス・ヴァンダービ
ルト (CorneliusVanderbilt)は,YMCAが彼の従業員のために計画して
いたプログラムに場所を提供する目的で大きなビルを建てた。この時まで
に,YMCAの取り組みは宗教活動とレクリエーション活動を混ぜ合わせ
たものになっていた。ヴァンダービルトが建てたYMCAビルには，娯楽
室，図書室，食堂，ボウリングのレーン，ジム，それにチャペルがあっ
た。この構想は急速に広まり， 1901年までに約90の鉄道ビルが異なった路
線で建設された。それぞれのビルは,YMCAの全国組織である鉄道部か
ら任命された「担当秘書 (secretary)」が管理していた。この秘書たちは，
会社からは間接的に雇用され,YMCAによって給与を支払われていた，
ある意味で企業の福利厚生管理者 (welfaremanager)であった (Jacoby
1985, 56-60)。何年にもわたってこの鉄道部を率いていたのは，クラレン
ス・J・ヒックス (ClarenceJ. Hicks) というウィスコンシン州生まれの弁
護士であった。彼は，企業が支援する YMCAのレクリエーション活動は，
「慈善活動｛フィランソロビー｝ではなく，単に鉄道会社にとって満足のい
くビジネスであった」と信じていた。それは，「会社と従業員の間の利害
の一致に基づいていた」 (Hicks1941, 21)。
企業のなかには,YMCAが自分たちのためにしてくれるものよりもむ
しろ，自身の向上運動一「福利厚生 (welfarework)」として知られる
ようになったもの一を編成することを選んだものもあった。福利厚生
は，利潤分配制，年金，株式ボーナス制度といった金銭的な誘因から，貯
蓄クラブ，市民権獲得に向けた教育，会社のレクリエーション活動，社
宅，そして社内の医療施設のような労働者の特性に直接照準を定めたプロ
グラムに至るまで，あらゆる分野に及んでいた。 1905年に設立されたフィ
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リーン共済組合 (FileneCooperative Association)のように，選出された
従業員側の代表者がこれらの活動の係りとして配置されている場合もあっ
た。一般的に企業は，社会事業｛ソーシャル・ワーク），セツルメント活
動，ジャーナリズム，聖職といった経歴をもつ専門的な福利厚生担当秘書
(welfare secretary)を雇っていた。その経歴と自分たちを雇ってくれた企
業でより大きな影響力をもちたいという彼らの願望を反映して，初期の頃
の福利厚生担当者 (welfareworker)はアメリカ社会奉仕協会 (American
Institute for Social Service)や全国市民連盟 (NationalCivic Federation) 
といった組織を通じて自分たちの活動を専門職業化しようと努めた。
福利厚生担当者は，従業員の採用，解雇，給与支払いといった雇用に関
する日常の意思決定にはほとんど関与していなかった。彼らの焦点は従業
員の日常生活を含む職場以外の活動に向けられていた。フォード社 (Ford
Motor Co.) をはじめ他の会社では，福利厚生担当者は「家庭訪問」を
行っていた。それは，福利厚生担当者を従業員の家庭に赴かせて病気でな
いかどうかを調べさせ，衛生状態や家事に関するアドヴァイスを与え，そ
して人間的な感情に欠けた会社にちょっとした家庭的な温かさを差し伸べ
たのである。社会事業がそうであるように， この同情的で慈愛に満ちた役
割はしばしば女性たちによって担われていた見
家庭的なテーマは家長としての企業を啓発するところにまで及んだ。多
くの企業は，大きな富は大きな責任を伴うという温情主義的な義務感と宗
教的な信念から福利厚生を支援した。敬虔なバプテスト｛幼児洗礼を認め
ず，成人の全身を侵す洗礼を信じるカルビン派の人々）であったジョン・
D・ロックフェラーJr(John D. Rockefeller, Jr.)は，ルドロー大虐殺の恐
怖と彼がその惨事に示した冷淡な態度に対する世間の非難に懲りていた。
彼は，責務の 1つの形態とみなした福利厚生の熱心な擁護者になった。彼
2)ウェルフェア・キャピタリズムに関する文献は広範囲にわたっている。全体像に
関しては以下の文献を参照のこと。 Brandes(1976), Berkowitz and McQuaid (1978), 
Scheinberg(1966), Jacoby(1997), Gilson(1940)。
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は，「そのもとで人々が働き生活している状況を改善するために全力を尽
くすのは，産業の指導を託されたすべての者の義務」 Qacoby1985, 51) 
としていた。ロックフェラーJrにとって， この義務はコロラド燃料・製
鉄会社 (ColoradoFuel and Iron Co.) とニュージャージー・スタンダー
ド・オイル社 (StandardOil of New Jersey)の従業員に対する従業員代表
制の提供を含んでいた。こういった取り組みを監督させる目的で，彼は後
にロックフェラ一家が資金提供した労使関係カウンセラーズ社 (Industrial
Relations Counselors)の経営陣の 1人となるクラレンス・ J・ヒックスを
雇ったのであった (Gitelman1988)。
失業と将来性のない仕事を気にかけていた社会改革者たちも人事管理の
出現に貢献した。フォアマンの粗雑な動機づけ方法と採用方法が高い労働
移動率｛離職率｝と失業率の根源だと信じた彼らは，労働者を最も適した
仕事に就かせるであろう新しい人事部に，フォアマンがもついくつかの権
限を移すことを主張していた。彼らはまた，従業員のスキルと能力を識別
するための心理テストを含むいっそう洗練された選考方法を支持した
Qacoby 1985, 65-93; Baritz 1960; Kevles 1968)。
このようにして，人事管理運動を構成する諸要素が，アメリカの第 1次
世界大戦参戦前夜には 1つになったのである。アメリカの大・中規模企業
が，その従業員をどう管理するかにもっと多くの注意を払う必要のあるこ
とを徐々に認識するなかで，能率，管理の専門化，向上運動，そして職業
指導のすべてが一緒になったのであった。そこには，人事管理の専門職業
化—専門的な教育を受けた従業員の採用—が，企業を人間味あふれる
ものにし，より賢明な取り組み方をもたらすであろうという信念があっ
た。それにもかかわらず，第1次世界大戦前には，こういったアイディア
を実行に移していた企業はごくわずかであった。大多数の企業は，伝統的
な従業員の管理方法を続けていた。フォアマンは，労働者の賃金は低く，
簡単に雇うことができたのに，柔らかい手をした大卒者から指図を受けね
ばならないことに文句を言っていた。結果として，たいていの大企業には
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人事部はなく，福利厚生がいっそう普及する一方で，従業員はその押しつ
けがましい温情主義に憤慨していた (Nelsonand Campbell 1972)。
戦時という重大な分岐点
1915年以降労働市場が逼迫したことで．企業は多くの問題に直面した。
そういった問題は必ずしも新しいものではなかったが．雇用管理に対する
伝統的なアプローチを再考させるのに十分な問題であった。失業率は1880
年代以降の最低水準にまで下がったものの，労働移動率｛離職率｝が急上
昇し．生産性は下落した。その間，労働不安が広範囲に及び．ストライキ
はありふれたものとなった。事実, 1916年から1921年の全労働者に対する
ストライキ参加者の比率は，ストライキの多さで有名だった1934年から
1937年と同じレヴェルにあった。この時点で，連邦政府は初めて全国規模
で労働市場を規制する積極的な役割を演じたのである。連邦政府は労働争
議の解決を目的とした行政機関を設置し．時間外手当．一日 8時間労働
制，安全と衛生．そして最低賃金に関する新基準を実行に移した (Jacoby
1985, 136, 142)。労働力不足，労働不安，政府規制といった諸要因は，そ
の1つの要因だけでもその後の新しい人事部の設置を企業に強要したり．
あるいは既存の人事部の地位と力量を引き上げるのに十分なものであっ
た。戦時期を普通の時期と違ったものにしていたのは，こういった要因の
組み合わせとそれらの強烈さであった。
1916年から1920年までの時期に．企業が従業員の募集と繋ぎ止めを助
け．労働平和を維持し．そして政府の規制条件に応じるために人事部の創
設を急き立てるという，紛れもない「人事管理ブーム」がやって来た。
1915年から1920年の間に．従業員250人以上の企業のなかで人事部のある
企業の割合は約5%から25%にまで増えた。この急激な成長はほとんど一
夜にして新たな職業を創り出した。 1917年に開催された最初の人事管理者
の全国会議には500人が出席し, 1920年に開催された別の会議には3,000人
近い人事管理者が出席していた。この新しい管理者たちはさまざまな経歴
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をもっていた。なかには，以前ソーシャル・ワーカーとか教育者だった者
もいたが，大部分は福利厚生担当者，安全専門家，販売員，弁護士として
すでに産業界で雇用されていた。新しい人事管理者とライン・マネジャー，
とくにフォアマンとの間に縄張り争いが発生するのは避けられないことで
あった。さらに，インダストリアル・エンジニアや製造担当の役員といっ
た，これまでの伝統的な方法の変更を躊躇し，人事管理者はコストを押し
上げるだけで，従業員を扱う際にあまりにも「手ぬるい」と即座に非難し
た者との間の縄張り争いも避けられなかった。これに対し，人事管理者は
自分たちの地位を強固にすることを目的とした組織の結成で対抗した。そ
うした組織には．何度かの名称変更を経て1923年にアメリカ経営者協会
(American Management Association) となった全国雇用管理者協会
(National Association of Employment Managers)が含まれている (Jacoby
1985,137,161)。
不満を口にしながらも，新しく登場した人事管理者は実質的にフォアマ
ンたちの帝国に侵入した。最大の変化は，中央集権的な雇用事務所，労働
者の懲戒と解雇のルール（それは通常人事管理者の役割に影響を与えてい
た），雇用と賃金に関する記録の保持，そして教育訓練・業績評価・昇進
に対するより体系的な方法の採用であった。なかには，従業員の選考を支
援し，そして多くの企業に存在したごたまぜになった賃金率を合理的に説
明するために．正規の職務分析を導入した企業もあった。数百の企業が独
自の従業員代表制を導入し，他の企業は戦時労働局 (WarLabor Board) 
や他の部局からその導入を強制されていた。こういった変化の結果，企業
は以前よりもうまく従業員を繋ぎ止めることができ，コストをコントロー
ルでき，そして従業員のモラール｛士気｝を高められるようになった。従
業員は．自分たちを雇ってくれた企業への帰属をいっそう強く感じるよう
になったし．彼らの仕事はキャリアと見なされ始めた。こういった変化
は．組合が企業内で提供してきた保護機構の多くを複製することによっ
て．そして職場の最もひどい問題を取り除くことによって．労働不安の可
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能性を減らした (Jacoby1985, 141, 149)。
SECと1920年代のウェルフェア・キャピタリズム
こういった激動の時代に，いくつかの大企業は，進路をより明確に決定
し，人事管理運動が向かうべき適切な目標を設定する必要性を感じた。そ
の 1つの結果が1916年の全国産業審議会 (NationalIndustrial Conference 
Board)の結成であった。この取り組みは，労働移動｛離職｝の存在とそれが
コストを要するものであることを最初に実証した人物である GE(General
Electric)のマグナス ・W・アレクサンダー (MagnusW. Alexander) に
よって導かれていた。もう 1つの結果は， 1919年にアメリカの製造企業大
手10社の経営首脳—最高経営責任者 {CEO} と人事管理者一ーで構成さ
れた特別協議委員会 (SpecialConference Committee, SCC)の創設であっ
た。 SECは，ロックフェラー利権と緊密な関係をもっていた。クラレン
ス・ J・ヒックスは1919年から1933年までSECの議長を務め，その間
ニュージャージー・スタンダード・オイル社の人事部長でもあった。 SEC
は，ロックフェラ一家のニューヨーク担当弁護士であったレイモンド・
フォズディック (RaymondFosdick) のオフィスに本部を置いていた3)
(Gitelman 1984; Jacoby 1985, 184)。
ニュージャージー・スタンダード・オイル社のほかに， SEC加盟企業
にはベスレヘム・スティール社 (BethlehemSteel) , デュポン社 (DuPont),
GE, GM (General Motors), グッドイヤー社，インターナショナル・
ハーヴェスター社 (InternationalHarvester) , アーヴィング・ナショナル
銀行（Irving N atlonal Bank) インナイアナ・スタンダード・オイル社
(Standard Oil of Indiana) {同社は1919年のみ代表を派遣していた），ウェ
スティングハウス社 (Westinghouse)が含まれていた。 USラバー社 (U.
S. Rubber) は1923年 {1922年の暮れ｝に， AT&Tは1925年に，そして US
3) secに関しては．以下の文献を参照のこと。 Scheinberg(l966).Ozanne(l967)。
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スティール社 (U.S. Steel)は1934年に，それぞれ加入した。 SECは「産
業における唯一の自然な連帯は，同じビジネス界のすべての者を結び付け
る連帯である」というジョン ・D・ ロックフェラーJrの信念に基づい
て，一連の原則要綱 (Statementof Conclusions)を採択していた (Jacoby
1985, 181-182)。SEC加盟企業は，それぞれ職業別組合あるいは産業別組
合のコーポラティスト的代替物を提供しようとした従業員代表制をもって
いた｛アーヴィング・ナショナル銀行は除く｝。各加盟企業は，福利厚生
の温情度の低い代替案と見られていた金銭的な福祉給付一年金制度，有
給休暇健康保険，利潤分配制一の導入におけるリーダーでもあった。
最後に， SEC加盟企業にはすべて人事部があった。それは，従業員が安
定した仕事を与えられていること同じ仕事に対しては同額の給与が支払
われていること，そして直属の上司からの納得のいく公正な処遇を受けて
いること， といった諸点が実行されるよう注意していた。 SEC加盟企業
のいくつかは，ウェルフェア・キャビタリズムの先頭に立っていた他の企
業と同様摩擦的失業と季節的失業を少なくすることで雇用を安定させる
努力を行っていた。その内の 1社である GEは，独自の私的な雇用保証制
度（失業保険）を採用していた。この制度は， SECスタイルのウェルフェ
ア・キャピタリズムの中核をなす原則要綱と一致していた。ウェルフェ
ア・キャピタリズムのもとで，企業は良好な人事管理を通して， ヨーロッ
パで見られたような政府の介入なしに，失業や高齢者の生活不安といった
問題を解決することができたのである4) (Jacoby 1997, 21; Nelson 1969)。
SECは，人事管理者の仕事がライン・マネジャーが使うべきツールの
提供であることを強調した。 SECは，人事管理者が独立した専門家，つ
まり従業員の立場に立ってライン・マネジャーの発言を抑えられる会社の
3番目の力であったという考え一人事管理運動においてリベラル派の間
で人気を博していた から人事管理運動が離れることを望んだ。 SEC
4)例えば. 1928年にアーサー ・H・ヤング(ArthurH. Young)は．雇用の規則化に
関する講義をフィラデルフィアで行っている (Harris2000, 316)。
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はフォアマンに権限を戻すけれども，権限を使えるよう彼らを訓練するこ
とに賛同していた。これは，一部は戦時期の行き過ぎた行為と見なされた
ものを削減する願望を反映し，また一部は分権化の進んだ企業を管理する
方法の模索を反映していた (Chandler1956)。SECに見られた従業員代表
制，福祉給付，キャリア型の仕事 (careerjobs), フォアマンの訓練，そ
して純粋にスタッフ型の人事管理の組み合わせは， 1920年代と1930年代の
進歩的大企業の模範となった。 SECは1920年代に，人事管理担当重役の
ために定期的な会議を開催したYMCAを通して，また SECがその理事会
を支配していたアメリカ経営者協会を通して，さらに老齢年金と雇用安定
化といった特定の領域に関する研究とコンサルティング・サーヴィスを
SECや他の企業に提供する目的でジョン ・D・ロックフェラーJrによっ
て1926年に創設された労使関係カウンセラーズ社を通して，その構想を普
及させていた5)0 
それにもかかわらず，ほとんどの企業は1920年代に， SECと労使関係
カウンセラーズ社が設定した事例を手本とするのに失敗していた。第 1次
世界大戦後，人事部の設置を推進した同じ力が逆回転を始めた。つまり，
労働市場が買い手市場となり，労働不安が減少し，そして政府がその戦時
規制を解いたのである。人事部と他の改革を一時的な手段として採用して
いたいくつかの企業は，その時点でその予算をカットし，計画を中止し
た。人事改革を実行していなかった別の企業は， こうなると1920年代の変
化した雰囲気のなかでは改革を断行するプレッシャーをほとんど感じなく
なっていた。 1929年までに， 1,000人以上の労働者を雇用している製造企
業の約40%に人事部があった。こういった部門の多くは， どちらかと言え
ば戦時期のものと比較して無力であった。人事管理者が労働移動｛離職｝
とそれに伴うコストに関する数字といった正確なデータを使ってその予算
を守ろうとしたのに対して，彼らの嘆願は今や無視されてしまった。
5)労使関係カウンセラーズ社は， 1921年に， フォズディックの個人的な法律事務所
のサプ・グループとして設立されていた (Gitelman198; Domhoff 1996)。
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その一方で， 1929年には大企業の約4分の 1が有給休暇を提供するよう
になるなど，金銭的な福祉給付の利用は1920年代にその人気がいっそう高
まった。しかしながら， SECの「ウェルフェア・キャピタリズム」のな
かで，費用を要し，その管理が複雑なものはあまり人気はなかった。 1920
年代半ばに，活発に機能している年金制度はわずか245社にあっただけで，
さらに会社組合があったのはわずか399社であった。こういったことから，
大恐慌の前夜にはアメリカの産業は 3種類の企業で構成されていた。 SEC
加盟企業やそれ以外のコダック社 (Kodak),P&G (Procter & Gamble), 
デニスン・マニュファクチャリング社 (DennisonManufacturing Co.) と
いったより進歩的な会社で構成された前衛グループ，人事部はあったが，
それに権限を与え損ねたとか，あるいは福利厚生プログラムもしくは会社
組合を採用し損ねた落後者のグループ，そしてその1929年の人事方針が30
年前とほとんど同じであった伝統主義者のグループ―これが圧倒的大多
数を占めていた―である。この伝統主義的な企業は， 1920年代に激しい
経済的なプレッシャーのもとに置かれた非常に競争的な産業に属してい
た。そういった企業の経済的なプレッシャーに対する対応は，フォアマン
の駆り立て方式の強化やオープン・ショップの積極果敢な追求であり，こ
の意思決定が1930年代にそういった企業を再度苦しめるものとなったので
ある Oacoby1997, 23-31)。
激動の時代
1929年の株式市場崩壊後，いくつかの大企業は1920年代に推進された雇
用安定化技法を使うことで労働者を株式市場崩壊の影響を受けなくても済
むようにしようとした。人事研究連盟 (PersonnelResearch Federation) , 
アメリカ経営者協会，労使関係カウンセラーズ社といった人事管理を推進
していた組織は，雇用主に在庫品を造るよう，機械の整備を行うよう，あ
るいはレイオフを避けるためにワークシェアリングに参加するよう奨励す
るために，地方自治体，州，そして連邦の公務員とともに活動していた
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(Domhoff 1996, 138)。しかし， こういった救済策は不況の深刻さの前て
は力はなかったし， 1931年の秋までにレイオフは悲劇的なレヴェルにまで
達していた。レイオフされた者のなかには何人かの人事管理者が含まれ
ていた (1929年に存在していた人事部の約5%が1933年までに廃止されて
いた）。その他の企業も，福祉給付や雇用管理のための正式のシステムを
削減あるいは中止することで人事部の規模を縮小していった。 SECに代
表される企業グループは，政府が資金を提供する失業保険といった「急進
的な法律」がまもなく制定されるかもしれないことを心配し，彼らの心配
は現実のものとなった。ウェルフェア・キャピタリズムの公約にもかかわ
らず，その従業員に失業救済を提供していたのは，大企業のわずか3分の
1だけで，正式の保険制度があったのはひと握りの企業だけであった
(Jacoby 1985, 207-223)。1933年初め， リベラルな経済学者ウィリアム・
レイザースン (WilliamLeiserson) は悲観的に，「大恐慌が15年かそこら
の良好な人事活動を無にした」と書いた。そして彼は，「労働者は失業問
題を解決するために人事管理ではなく，法律に頼ろうとしている」， と警
告していた (Leiserson1933, 114)。
全国産業復興法 (NationalIndustrial Recovery Act, NIRA)の制定は，労
働市場に政府の規制をもたらし，労働運動を活気づけるという一連の出来
事の口火を切った。失業率は高いままであったが，人事部の設置に向けた
3つの条件の内の 2つが整い，その結果人事管理のもう 1つのブームが訪
れた。第 1次世界大戦時と同じように，人事部のある企業の割合は1933年
から1936年の間に劇的に増大した。従業員のモラール｛士気）を高め，組
合組織化の機先を制するために，人事部は労働者の配置（雇用，昇進， レ
イオフ，解雇）を初期の段階にあった先任権条項，人事考課，職務評
価，賃金分類そして革新的な懲戒といった明確なルールと手続きの適用
のもとに置くことで，フォアマンの裁量を積極果敢に縮小しようとした
(Jacoby 1985, 226-39)。労使関係カウンセラーズ社やそれとよく似た経営
者グループからの勧告に応えて，企業は組合に対する防御の第一線として
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フォアマン訓練プログラムを引っ張り出してきた。手持ちの資金が少ない
企業は，その当時多くを提供するのが難しかったけれども，年金制度と
いった福祉給付や雇用保証はわずかに増加していた。数百社にのぼる大企
業も NIRAの制定に続けて会社組合を設置した。それは論争の的となった
措置で，急成長している労働運動から非難されていた (Jacoby2000)。
だが， こういった動きのいずれも，組合組織化の潮流あるいは新しい労
働市場規制の突風を止めるのに十分ではなかった。 1936年から1939年に，
500万人近い労働者が組合に加入した。特に，それまではノンユニオンの
拠点であった大量生産型産業でその動きは激しかった。ワグナー法
(Wagner Act)は，企業が会社組合を導入あるいは維持するのを難しくす
る一方で，組合組織化を助長した。社会保障法のもとで，政府は民間企業
のウェルフェア・キャピタリズムと競争することになった。しかし，労使
関係カウンセラーズ社と関係のある企業グループ，保険会社，そしてコ
ダック社のマリオン・フォルサム (MarionFolsom)のような経営者は，
私的な対策を自ら講じることができたのである Qacoby1993)。公的な老
齢手当を最低水準に留めておくことで，民間企業の給付は依然として補完
の役割を演ずることができた。経験料率｛保険に対する企業への課税率を
その企業の従業員がどれだけ補償請求したかに結び付けるやり方。こうす
れば，保険掛け金が増加しないように，企業は仕事がより安定したものに
なるような方策をとる）を規定することで，民間企業が雇用を安定させる
誘因が依然としてあった＊。そして，政府を医療保険の埒外に置くことで，
（保険会社を含めた）民間企業は策を巡らす機会をもてたのである。それ
にもかかわらず， 1930年代中頃から終盤の出来事は， SEC加盟企業と労
使関係カウンセラーズ社によって図示されたウェルフェア・キャピタリズ
ム的な行動指針の大部分を疑わしいものにした (Berkowitzand McQuaid 
1992; Klein 2000; Derickson 1994; Domhoff 1996, 138-154)。
＊）コダック社のあったロチェスターでは， 1931年にロチェスター失業給付制度を
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地元14社で設置することになった。各企業は給与支払総額の 2%までを拠出して，
各社別の準備基金をもつことになったが，それは各社のレイオフの歴史とその拠出
金額を結び付けるものとなり，コダック社のように雇用の安定している企業のコス
トは低く，不安定な企業はコストを抑えるためにレイオフを減らそうとし，結果，
雇用が安定することになった—訳注，伊藤。
企業の労働政策を専門化し，集中的に調整することが，相変わらず極め
て重要なものとしてウェルフェア・キャビタリズム的な先の行動指針の一
部に留められていた。今回は，人事管理者にこれまではなかった次のよう
な重要な地位が与えられた。すなわち，政府の規制に従って雇用政策を設
計し，組合と交渉し，あるいは組合組織化の機先を制することができる有
能な専門家としての地位である。 1937年に，ある解説者は，人事管理者は
「管理職能のなかで新たな重要性をもつ地位へと上昇中であった」と語っ
ている (inJacoby 1985, 242)。雇用保障に関心をもつ組合や労働者からの
プレッシャーのもとで，人事部は雇用，昇進， レイオフのための全社的な
手続きにさらにはっきりとした形を与えた。こういった手続きはこれまで
よりも先任権を重要視する頻度が高くなっていった。組合—あるいはそ
の脅威—が，人事部をしてハンドブックや企業の行動規約によって人事
管理手順の体系化に取り掛からせた。組合はまた懲戒と解雇のための明確
な手順の採択を支持し，そして人事部が懲戒措置でより大きな役割を演ず
るようになった (Jacoby1985, 233, 243-50)。
第1次世界大戦時と同じように，第2次世界大戦時の労働市場を調整す
る際にも，政府が積極的な役割を果たした。政府の日的は，一部にはスト
ライキが極めて璽要な軍需産業を混乱させないようにすることにあった。
第2次世界大戦中に，組合はそれまでよりも強力になり， 500万人以上の
新規加入者を得た。このようにして，人事管理の成長を促す 3つの要因の
すべてが機能することとなり，その結果人事職能の大規模な拡大が見られ
た。それまで一度も人事部に見向きもしなかった中・小規模の企業が今回
はそれを設置し，他方，より大きな企業では人事部の地位と規模は史上最
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高に達した。フォアマンたちの帝国に残されていたものも中央集権化され
た人事部の統制下に置かれ．フォアマンは政府によって助成金を支給され
た訓練プログラムに群がった。（なかには．自分たち自身の組合を形成す
ることで怒りをもって抗議したフォアマンもいた。）団体交渉に備えて給
与構造をコントロールし．連邦政府の賃金統制に応じるため，人事部は職
務評価制度によって給与構造を合理化する厖大な取り組みを始めた。フリ
ンジ・ベネフィットにある程度の金額を支出することを条件に．賃金統制
を受けずに済むことを戦時労働局が企業に認めた結果，戦時中に医療給
付，入院給付．年金給付に大幅な拡充が見られた (Jacoby1985, 260-74)。
黄金の時代： 1950年代と1960年代
第2次世界大戦の終結は，人事部の予算規模を若干削減したが．その削
減は25年前と比べれば比較的小さなものであった。どういう理由でそう
なったのであろうか。何よりもまず．組合がその当時製造業，運輸業，そ
して政府の規制が厳しい公益事業といった主要な部門でしっかりと地歩を
固めていたのである。これが経営側の対応を必要にした。第2に．労使関
係の監視賃金インフレの抑制．そして年金や医療保険といった福祉給付
の規定を規制する活動を通して，政府はその当時労働市場で恒久的な存在
となっていた。第3に．企業はその当時専門的で複雑になっていた職能を
扱う専門化されたスタッフの価値を認めるようになっていた。企業は．も
し自身が合法的な存在で．なおかつ責任のある存在と見なされたいなら．
従業員を企業のメンバー＿雇用保障と公正な処遇を与えられるべき存在
――ーとして扱わねばならないというように社会の規範が変化していたこと
も認識していた。こういった責任感を可能にした 1つの要因は．企業の所
有が経営者の支配から明確に分離されているという,1930年代にバーリー
とミーンズ (AA Berle and G. C. Means)によって初めて解明された現
象であった (Berleand Means 1932)。戦後の経営者は．所有者（株主）
だけでなく．消費者．世間の人々．そして従業員に対して責任があること
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を理解していた (Suttonet al., 1956)。トップ・マネジメントの典型的な
考え方は，
成長多角化，そして「企業一家」の好機といった状況に焦点を当て
る，••…•内向きの企業観になっていた。……当時は，社会的な雰囲気や
法律上の風潮が，経営者に企業のさまざまな構成員に対する責任感を社
会的多元主義的に見る見方をとるよう促していた。経営者自身も生涯に
わたって従業員であったことから，彼らにとって企業内の長期に及ぶ出
資者であった全構成員と自分たちを同一のものと見なし，株主も同じ観
点から見るのは自然なことであった (Donaldson1994, 19)。
こういった事実の承認が，企業に「良い」企業としての責任を真剣に受
け止めさせ，それが組織内における人事職能の地位を引き上げさせたので
あった。企業は，人事部と広報部のバランスを取るか，あるいは結合する
ことでもそれに応えてきた。なぜなら，その両者は今や企業の「ステーク
ホルダー」と認知されるようになった人々に照準を定めていたからである
(Tedlow 1979)。
第2次世界大戦後におけるもう 1つの大きな変化は，人事管理に対して
心理学がもつ重要性の増大であった。戦前，選考のためのテストや態度調
査といった心理学上の技法を主に経営首脳陣の選考や従業員のモラール
｛士気｝の研究での指針として利用していたのは，ほんのひと握りの企業
でしかなかった。 AT&Tやウェスタン・エレクトリック社 (Western
Electric) といった先駆的な企業が従業員態度の大がかりな研究を行って
いた。ウェスタン・エレクトリック社の有名なホーソン実験は，ハー
ヴァード大学の人類学者エルトン・メイヨー (EltonMayo)が実施したも
のであった。メイヨーの考え—彼の追従者によって「人間関係論」と呼
ばれている一ーは， 1930年代以前の人事管理の領域を特徴づけた経済的刺
激や管理過程への依存からの決別であった (Jacoby1988)。メイヨーー派
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は．経営者が労働者のプシケ｛個人を動かす原動力としての精神的・心理
的な機構｝と仕事における人間同士の関係． とくに従業員と管理者の関係
にもっと多くの注意を与えるべきであって．給与や付加給与について悩む
べきではないと論じていた (Roethlisbergerand Dickson 1939)。第2次世
界大戦中，約50万人のフォアマンに従業員を動機づける方法を教える際
に．政府の監督者訓練プログラム (TWI)はメイヨーの考えを使ってい
た。他の行動科学者は，陸軍の人員格付けと選抜部門―それは職業テス
トと IQテストの発達を助けた―と．兵士や一般人の態度調査を行って
いたモラール・サーヴィス局 (MoraleServices Division)や戦時情報局
(Office of War Information) で雇われていた (Jacoby1997, 221-228)。
1948年までに，大企業の30%以上が正社員名簿に心理学者の名前を載せて
いた (Bennett1948)。戦後これらの行動科学者の多くが，経営コンサ
ルタントあるいは人事管理スタッフとして民間部門での仕事に就いてい
た。そこでは．選抜テスト，態度調査． リーダーシップ訓練，そして行動
科学に基づく他のプログラムがよりいっそう活用されていた。人事管理の
学問領域は．ますます応用心理学の分野となっている (Kaufman2000)。
1960年代に入っても，人事管理に対する行動科学の影響は十分に感じら
れていた。何人かの研究者が従業員のモチベーションを研究し．その識見
を報酬の設計や仕事の再編成に応用していた。そこから「職務の垂直的な
負荷 (verticaljob loading)」といった考えが生まれた。それは．監督的な
職位を削減すれば．いつもの決まり切った仕事がいかに興味深いものとな
るかを示していた (Herzberg1968)。行動科学の最も洗練された要素は，
（管理者に心理上の鋭敏さを強化するための）感受性訓練とマネジリア
ル・グリッド（経営者に「人間」と「生産」の問題のバランスをとるのを
助けた）といった技法が示すように．管理職と専門職を対象としていた。
人事管理者は．行動科学の企業への関与で先頭に立ち．そして管理職の訓
練や組織開発への多大な出費を合理化するために．大学で始まった行動科
学の研究を利用した (Pearse1964; Blake and Mouton 1964; McGregor 
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1960; Rush 1969)。
もう 1つの戦後期における展開は．「労働関係 (laborrelations)」と「従
業員関係 (employeerelations)」とのギャップの拡大であった。労働関係
は団体交渉と協約管理に関係する専門家の分野となり．一方，従業員関係
はそれ以外の従業員と企業との関係のすべての側面をカヴァーした。労働
関係部は組合が組織されていた企業にあっただけで，このグループの規模
は1950年代初め以降その成長が止まってしまった。組合組織化のスビード
が落ち，労使関係が秩序だって，予測可能なものとなるにつれ，人事管理
の労働関係的な側面の重要性は小さくなっていった。労働関係の管理者
は，行動科学の文献を読む時間はほとんどなく．組合に対するのと同様．
行動科学に対しても懐疑的であった。それと対照的に従業員関係部は．組
合に組織された会社，部分的に組合に組織された会社，そしてノンユニオ
ンの会社のいずれにおいても，新しい行動科学的なアプローチが定着する
場所となった。この 1つの例は．戦後，首尾一貫した労使関係戦略を自動
車製造企業ビッグ・スリーで最初に展開した GMであった。 GMのアプ
ローチはヤヌス神｛頭の前後に顔をもったローマの神｝のようであった。
従業員は．従業員関係部を通して GMを親切で，優しい会社と見なす一
方で．組合は．交渉においてタフな敵と対面していたのである。とりわ
け．同部はアメリカ中の GM工場で態度調査を行っていた。同部はまた．
労働者が「私の職務とそれが好きな理由」に関するエッセイを書かせるコ
ンテストを1940年代末に行っていた。 GMはコロンビア大学出身の著名な
態度調査の研究者であるポ レ）ー ・フサースフェルド (PaulLazarsfeld)に．
潜在構造分析｛態度調査を評価する 1つの方法｝を使ったコンテストの
データ分析を依頼した。また,GMの従業員がこのコンテストをどう思っ
ていたのかを知るためにオピニオン・リサーチ社 (OpinionResearch 
Corporation)を使っていた (Evansand Laseau 1950)。
組合にしっかりと組織されていた企業でさえ，労働関係はもはや人事管
理の主要な要因ではなくなっていた。ある大企業の研究は，調査された企
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業のわずか7%で労働関係が有力な人事活動であったこと， 55%はそれが
重要であるかどうかも考えていなかったことを見出している (Conference
Board 1966, 21)。その代わりに．人事部門は管理者の啓発．従業員給付．
教育訓練コミュニケーションをより重点的に取り扱っていたと報告して
いた。企業が人事活動の転換を労働関係の安定化だけではなく．次の事実
にも帰していたのは興味深い。つまり，企業は「空席となった管理職位の
充足を社外に依存するのは不満だと圧倒的多数で決定していた。その代わ
りに．企業は企業内の可能なところならどこからでも……スタッフを集め
ている。［そしてこれは］良い労働者を会社に引き付け．そこで繋ぎ止め
るための金銭的刺激や他の種類の誘因．会社の将来的なニーズに向けた労
働者の育成，そして社内の昇進と配置転換のいっそう効率的なシステムの
準備，が［必要となる］」 (Ibid.,28-29)。
この見方の転換はあまり驚くことではなかった。結局のところ， 1950年
代と1960年代は会社型人間 (TheOrganization Man) の全盛期~業が
中間管理職をかなり増員していた時期であった (Whyte1956)。そういっ
た管理者のキャリアをよりしつかりと会社に結び付けることは．一部は不
足している人材（大恐慌期に生まれ, 1950年代に大学を卒業した集団は相
対的に少人数であった）を引き付け．繋ぎ止めることや．一部はこれらの
「不況期の申し子たち」 (Elder197 4)の強い関心事であった雇用保障を満
たすことで．達成されていた。
この中間管理職の増加は，アメリカ企業が多角的で．多部門型の企業構
造(「M型」）の採択に決定的に向かった時に起こった (Fligstein1985; 
Chandler 1962)。{M型組織 (M-formはmultidivisionalformの略）とは事
業部制組織のこと。アメリカの経済学者オリヴァー ・E・ウィリアムスン
(Oliver E. Williamson)が用いた。｝そこでは．本社が半独立的な事業部の
活動を監督していた。この時期はまた．企業がその海外事業展開を立ち上
げ．ますます多国籍化した時期でもあった。こういった変化とともに．事
業部別・工場別の人事部と並んで．新しく本社の人事部が創設された。
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1960年代半ばに存在していた本社の人事部の半分以上は，第2次世界大戦
終結後に創設されていた (ConferenceBoard 1966, 13)。本社の人事部は，
全社的な方針と経営首脳のキャリア管理に関心をもち，その職員—少な
くともトップ・レヴェルであった—はその焦点を管理職従業員に当て
ていた。そこで，企業の分権化にもかかわらず，本社の人事スタッフは
1960年代に増加し—たいていの企業の人事部が活動を追加し，そしてそ
のスタッフは会社全体よりも急速に増員されていた—，本社人事部にい
る大多数はその組織内での地位が上っていたと感じていた (Ibid.,15, 
31-37,64-72)。
こういった変化が事業部と事業所の人事管理者にとって何を意味したか
はそれほど明確ではない。彼らの活動は，今や一般労働者と日々の業務問
題に向けられていた。一方で，こういった事業所は分権化の結果として初
めて大きく成長した。他方，事業所が事業部のライン・マネジャーのより
厳格な統制下に置かれるようになり，より低い地位の従業員に焦点が当て
られ，管理システムの開発よりもむしろ応用に焦点が当てられることに
なった。
1960年代におけるいくつかの研究は，人事管理者の職位に対する不安の
存在を発見している。それは，おそらく分権化の結果であった。最も不満
をかかえていた人事管理者は事業部のライン・マネジャーに報告する者で
あった。その 3分の 1以上が人事部が小さすぎると感じており，その 2分
の1以上が人事職能をある程度変更するか大幅に変更する必要があると感
じていた (McFarland1962, 22-23)。驚くことではないが，何人かの人事
管理者は， 1910年代と1920年代の彼らの先達のように，組織内での自分た
ちの影響力を強化する戦術として再度専門職業化に目を向けていた。彼ら
はアメリカ人事管理協会 (AmericanSociety for Personnel Administration) 
といった組織に加入することで，専門家としての証明を得ようとしまた
社外の専門家からのアドヴァイスとアイディアを手に入れようとした
(Ritzer and Trice 1969)。
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さらに，人事担当重役たちが自分たちの影響力が増大していたと報告し
た組織の最高レヴェルにおいてさえ．すべてが順調でなかったことを示す
指標がある。戦後における M型組織構造の普及は，企業の財務職能の地
位向上ももたらしていた。現代の財務管理者にとって，会社は資産の集合
体と見られている。財務管理のツールが事業部や事業所の業績を判定する
ために使われ，それらは一株当たりの収益を改善するために売買される。
1960年代に，財務モデルを採用する企業が増えるにつれて，合併と買収の
数は急激に上昇した。そのうちのいくつかは，論理的な結論ー一無関係な
経営多角化の複合企業モデルーーヘの道を辿った。最高経営責任者(CEO)
や社長は，営業部門あるいは販売部門からではなく．財務部門の出身者で
ますます占められるようになった (Fligstein1990)。財務管理者にとって
量的な指標が絶対であったが，不幸にも，量的な指標は人事管理の分野で
は利用価値はなかった（年金制度といったフリンジ・ベネフィットの管理
のように量的な指標がある場合には，財務管理者は支配を巡って人事管理
者と鋭争していた）。驚くことではないが， 1960年代初めの人事担当重役
たちは，他の職能部門よりもはるかに財務部門と対立していたと報告して
いる。人事担当重役からすれば，問題は「トップ・マネジメント層が唯一
重要であるとしているのが財務である」ということにあった (McFarland
1962, 63)。財務を含む他のトップ・マネジメントからすれば，問題は人事
職能が「決まり切ったことの管理，メインテナンス，家事的な仕事」以上
の何ものでもないと理解されていたことにあった。それは「リスク・テー
カー」でもなく，「ビジネス指向」でもないとして批判されていた (Ritzer
and Trice 1969, 65)。最後の批判は当たらずといえども遠からずであった。
企業がいっそう財務指向で，そして数字で動かされるようになるにつれ
て．人事管理者一一トップ・レヴェルでさえ は，企業が入りつつある
素晴らしい新世界に対して．自分たちが知的な分野ではまだ準備不足なこ
とを発見していた。
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1970年代の一時的中断
事態が人事管理者にとって危険なものに見え始めたまさにその時，彼ら
に一時の小康を与えることになる 4つの情勢の変化が起きた。 (1)株式市
場が1969年に下落し始め，財務担当重役 (CFO)や彼らの合併狂い，買
収狂い， コングロマリット狂いがすっかり勢いを削がれてしまった。 (2)
労働者の不満 いわゆる「ローズタウン症候群(LordstownSyndrome)」
あるいは「ブルーカラーの憂鬱 (blue-collarblues) 」一~に関する懸念が
ますます増大していた。 (3)企業がノンユニオンの生産設備を開設する機
会と誘因の増大に直面した。そして， (4)さまざまな側面で政府による職
場の規制が急増した。
オハイオ州ローズタウンは GM組立工場の若い労働者が1971年に起こ
したストライキで有名になった場所である。彼らは，給与には満足してい
たが， 自分たちの仕事が本来的にもっている諸側面に不満を抱いていた。
ローズタウン・ストライキは，組合に組織されている状況とノンユニオン
の状況の双方と，民間企業と公営企業で職業生活の質 (QWL)への関心
や職務充実に関する多くの「実験」へと導いた。この実験は，仕事とテク
ノロジーの再編成，自己統制型の作業チーム，労使共同の問題解決集団，
を伴っていた。同時に企業は，管理者間のコミュニケーション，そして管
理者と部下との間のコミュニケーションを改善しようとして， こうしたこ
とと関連のあるいくつかの変化を管理に持ち込もうとしていた (Berget 
al., 1978; Strauss et al., 1974)。
人事管理者にとって， こういった取り組みは組織開発 (organization
development)スタッフの増員へと導いた。それは，組織開発を1970年代
における新たな人事諸活動のなかで最も急速に拡大させることになった。
その効果は本社において最も顕著であった。そこでは，人事部が心理学
者社会学者そして時には人類学者を含む新たな専門スタッフを獲得し
ていた。こういった新しい人々を採用した結果，人事職能は，組織改編計
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画やコミュニケーションの領域での専門知識を発展させた。「人間関係論」
時代に最初に樹立された大学の研究者とのリンクが拡大された。こういっ
た企業での展開と並んで，組織行動 (organizationbehavior)ー 一人間関係
論の後継者一一の大学での研究が， 1970年代に新たな資金と威信を受け
取った。さらに本社スタッフが増員されるにつれて，作業改革活動を指
導し，成功させる決定的な要因とみなされたライン・マネジャーの任務も
拡大した。実際最も革新的な企業は，ライン・マネジャーが人事上の諸
決定に関して最大の統制力をもっていた企業であった。この状況からます
ます取り残されたのは．事業所と工場の人事部であった (]anger1977, 
48-49)。
労使合同の QWLに向けた取り組みは1970年代に入っても賛美されてい
たが，より進んだ作業改革の実験の多くが，カンザス州トペカのジェネラ
ル・フーズ社 (GeneralFoods Co.)のペットフード工場といったノンユ
ニオンの新工場で行われていた。それを説明するのは，組合未組織地域
(greenfield setting)での作業改革の導入がより容易であったという点で
ある。そこでは，労働者と第一線の監督者のいずれもが，伝統的な心構え
と方法を確立していなかった。もう 1つの説明は，全米自動車労組(UAW)
に代表されるいくつかの組合がQWLを擁護していたのに対して，他の多
くの組合―それと UAW内のうるさ型の分派ーーが，作業改革を組合を
弱体化させようとする経営側の取り組みと見て，それを非常に疑っていた
という点であった (Parkerand Slaughter 1988)。だがそこには， 1970年代
の企業がすでにその組合回避行動のペースを上げていたため，この10年間
にノンユニオンの新工場の供給が着実に増加していたというもう 1つの簡
単に説明のつく要因もあった。以前よりも弱い組合のもとで組合回避がよ
り容易になり，それは1970年代にさらに流行した。組合のある生産設備の
運用コストがインフレ下の1970年代に急激に上昇したため，ノンユニオン
工場を開設する誘因が生まれたのであり，そして作業組織に対する新たな
行動科学的アプローチは，組合にとってノンユニオン工場を組織しように
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もできないものにした (Freemanand Medoff 1984; Jacoby 1997)。権限を
与えられた労働者は，経営側にいっそう忠実となり，作業組織に対する
違った考えのもとで構築された伝統的な組合のやり方にはそれほど興味を
示さない傾向があった (Kochan,Katz, and McKersie 1986)。
人事管理者にとって，新たなノンユニオンの重視はいくつかの結果を
伴っていた。それは労働関係と従業員関係との溝をより深くした。ヒュー
マン・リソース・マネジメントと現在呼ばれ始めている従業員関係は， よ
りダイナミックな試み（例えば，経営者の育成と戦略計画）に対する責任
と組合回避活動に対するより大きな責任を獲得する一方で，労働関係はま
すます分権化され，あまり信望のない活動になっている (Foulkes1980, 
70-96) 。事業所のライン・マネジャー—組合回避と作業改革の双方にお
ける中心的な要因—が，再び事業部門の人事部を犠牲にして，ますます
従業員関係活動に従事するようになった。その当時の主役はライン・マネ
ジャーと本社のヒューマン・リソース・マネジメント部門であった。両者
の摩擦は激しくなり，初期の頃にライン・マネジャーが感じていたよう
に，「本社」は「事業所」が会社の生産設備内に組合を誘い入れないよう
にすることにあまりにもかかわりすぎていた (Freedman1985, 29-33)。
大学教育を受けた技術的・専門的な従業員の数が増加し， このグループ
が伝統的にあまり組合に関心を示さず，組合も彼らに関心を示さなかった
ことから， 1960年代から1970年代にかけては「組合問題」がそれほど重要
な問題にならなかった状況を念頭に置かねばならない。こういった従業員
を管理するには，コミュニケーションと小集団での意思決定を促進する人
事方針を必要とした。それらはまさに，ブルーカラーに適用された作業組
織と組織行動原則によって達成されたものであった (Heckscher1988)。
そこでは，教育レヴェルの向上がブルーカラーの憂鬱と同じ効果をもたら
したのである。それは，人事管理にとっての行動科学の重要性を強め，そ
のことから本社も作業現場の従業員も管理される方法においては同じもの
となったのである。教育水準の高い従業員とそれほどでもない従業員の両
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者がいる企業では， この同一化は一元的な人事方針，そして企業文化の統
合化に対するより大きな強調，へと導くことになった。
人事管理者にとって，組合の重要度は低くなったが，無数の新たな政府
規制の遵守が多くの時間を必要とする仕事になった。 1962年の人材開発訓
練法 {ManpowerDevelopment and Training Act, 技能訓練などにより人材
開発・経済成長・就業機会の平等化を図る政策であったマンパワー計画の
一環として，労働省の管轄下で技能度の低い者の技能再訓練と職業斡旋の
実施を定めている。これによって，マイノリティの雇用拡大が進んだ｝に
始まって，その後連邦政府は1930年代には見られなかった以下のような法
律によって，規制の刷新を着実に行っていた。すなわち， 1963年の同一賃
金法 {EqualPay Act, 男女同一労働同一賃金の支払を義務づけたもの｝，
1964年の公民権法{Civil Rights Act, 女性やマイノリティに対する差別を
禁止}, 1964年の経済機会法 {EconomicOpportunity Act, ヘッドスタート
計画 (ProjectHead Start) , 職業部隊 (JobCorps), ボランティアを派遣
する政府政策 (VISTA)などにより，貧窮撲減を目指した}, 1970年の労
働安全衛生法 (OccupationalSafety and Health Act) , 1972年の雇用機会均
等法 (EqualEmployment Opportunity Act), 1973年の職業訓練統合法
{ Comprehensive Employment and Training Act, 失業者の職業訓練を目的
とする｝，そして連邦契約遵守プログラム局 (Officeof Federal Contract 
Compliance Programs)の設立に至る政令を含むさまざまな政令がそうで
あった (Dobbin1998)。予想できたことであるが，本社の人事部が記録の
保管と各部門が法律に従うことを保証する企業システムのデザインに対す
る責任を担うのに伴って，こういったプログラムの遵守が集権化されると
いう効果がもたらされた。 1970年代半ばに行われた大企業の調査は，人事
活動の多くが本社に集中するという事態のもとで，雇用機会均等法と労働
安全衛生法の遵守が，その当時10年間の人事活動における最も重要な変化
となっていたのを発見している。報告書は次のように述べている。「中央
集権化は，経営者と管理者が人事職能の編成の傾向を記述するために最も
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よく使う言葉である。より大きな規模での中央集権化は，彼らが部下を採
用し，解雇し，懲戒し，指揮し，訓練し，昇進させ，報酬を支払う際に感
じる相当な新しい制約を指していた」 (]anger1977, 1, 4, 63)。訴訟のリス
クや世間の批判的な目のゆえに，最高経営責任者{CEO}と会社の社長た
ちはこういった活動にかかわるようになった。それは，結果としてトッ
プ・マネジメントが企業のヒューマン・リソース・マネジメント職能によ
り密接に関係する機会をもたらした。先の調査報告書によれば，こういっ
た規制上の変化がもたらした最終結果は，「人事管理上の問題に関する権
限を部門［ライン］管理者に委譲する機会の増加という20年来の傾向に終
止符を打った」 (Ibid.,1)ことにあった。しかしながら， これは一時的な
中断にすぎなかった。
危機と解体： 1980年代から1990年代初期まで
1980年代初めに始まったのは， ヒューマン・リソース・マネジメント部
が会社のなかでより小さくて，それほど影響力をもたないという方向に振
り子がもう一度振れたことであった。社内でヒューマン・リソース・マネ
ジメントの役割を強化している要因のすべてが今回は否定的に作用したの
である。まず第1に．運輸業通信業，その他の産業での規制緩和がカー
ター大統領 (JimmyCarter)のもとで始まり． レーガン大統領 (Ronald
W. Reagan)時代に加速した。雇用関係が相変わらず複雑な法律のなかに
あったのに対して．連邦政府の監視の厳しさはそれほどでもなくなった
(Vogel 1996)。企業にとって，切迫感は色あせ． この点はヒューマン・リ
ソース・マネジメントが1970年代に意のままに使っていた財源に対する権
利を弱めるものとなった。第2に，組合が1980年代にさらに弱くなった。
譲歩交渉と民間部門のユニオニズムの継続的な後退が見られた。第3に．
労働市場が買い手市場となっていた。インフレを沈静化するために．連邦
準備銀行は1980年代の大部分と1990年代初期に高い金利を維持し．それが
失業者数を増大させた。金融市場の逼迫が．増大する世界規模での競争と
192 (1056) 第 47巻第 6 号
一緒になって，ブルーカラーに集中した1980年代の恒久的な失業の波を生
んだ (Bluestoneand Harrison 1992; Kletzer 1998)。
1980年代と1990年代初期にはコーポレート・ガヴァナンスの転換も見ら
れた。それは，敵対的買収の増加や企業支配に向けたより活発な市況とい
う新たな事態によって証拠づけられている。株主 その多くが巨大な機
関投資家であった一ーは，企業の唯一の残余請求権者としての立場をいっ
そう強固にした。 1980年代にパワー・シフトが起こるにつれ，企業自身は
投資家を満足させ，企業買収を避けるためにより大きなリスクを引き受
け，そしてより高い収益を生まねばならなくなっていた (Coffee1988; 
Useem 1996)。何人かのトップ・マネジメントは株式公開を断念し，いわ
ゆる LBO{レバレッジド・バイアウト）に対してはその企業を非上場化す
ることで対抗した。企業を再構築して，そしてより高い収益を捻出するこ
との矛先は，ブルーカラーから中間管理職へと移った。彼ら中間管理職
は， リストラクチャリングの主要なターゲットとなっていることを次第に
知るようになった。 1980年代末と1990年代初期には，恒久的な失業が管理
的・専門的な従業員に集中した。かつて長期の仕事と十分な給付の提供を
誇りとしていた会社一ーコダック社，デジタル・イクイップメント社
(DEC), IBM —は，今や何千人も解雇し，その中間管理職との暗黙の
生涯型の仕事契約をシュレッダーにかけていた (Jacoby1999)。
ヒューマン・リソース・マネジメント部にとってこれらの変化は，控え
目に言ったとしても，システムにとってはショックであった。それは同
部が伝統的に演じてきた 3つの主な役割のそれぞれに影響を与えることと
なった。その 3つとは， (1)生涯雇用型従業員 (careeremployees)に対
する給付，教育訓練，能力開発を含むサーヴィスのプロバイダーとしての
役割 (2)そうするためのプログラムをライン・マネジャーに提供する役
割と彼らを監視する役割，そして (3)トップ・マネジメントとライン・
マネジャーに対する従業員の利害の擁護者としての役割で， この最後の役
割はしばしば従業員とその上司の間にヒューマン・リソース・マネジャー
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を位置づけることになった。
この 3つの役割が当時疑問視されるようになった。 1980年代と1990年代
初頭に企業を財政的に苦しめた経済環境は，企業に生涯雇用 (career
employment) という以前の約束を撤回させ，一連のより市場指向型の雇
用慣行を選ばせた (Cappelli1999)。この新しいアプローチのもとで，
ヒューマン・リソース・マネジメントが教育訓練，能力開発，その他の
サーヴィスを委ねていた多くのスタッフが削減された。市場指向性の強い
雇用慣行をとることは， ヒューマン・リソース・マネジメント部がライ
ン・マネジャーにあまり手を差し伸べなくなることを意味した。残りのプ
ログラムのコスト削減を図るために， ヒューマン・リソース・マネジメン
トの諸活動は可能な限りアウトソーシングされた。それは，企業が「コ
ァ」・コンピタンスがない事業をかなぐり捨てた1980年代の企業経営に対
する財務アプローチの復活に適った動きであった (Lever1999)。こういっ
た事態は，報酬コンサルタントや賃金とベネフィット管理といったサー
ヴィスを提供している専門的な企業にとって絶好のビジネス・チャンスを
生むこととなった。最終結果は， ヒューマン・リソース・マネジメント部
のスタッフ規模の縮小と，従業員に対するヒューマン・リソース・マネ
ジャーの比率の相当な削減であった5>(Csoka 1995, 11)。
1980年代と1990年代には， 1960年代に始まった分権化のプロセスが継続
されるなかで，組織的な分権化の新たな波も見られた。分権化は，一部に
は，その当時肥大したと認知された本社規模縮小を目的とした経費削減の
動きであった。それはまた，急速に変化し，そしてますます多様化する市
場のニーズに事業をより緊密に適合するよう事業部門政策を差別化させる
取り組みの一部でもあった (Kramer1998)。ライン・マネジャーが，従
6)ヒューマン・リソース・マネジャーの人数は,1988年から93年の間に,13万人か
ら9万人へ減少した。この減少は．事業部門レベルで大きかった。この点に関して
は．本書の以下の論文を参照のこと。 DanielJ. B. Mitchel, "Modifying Behavior 
Through Pay: Whose Behavior? Whose Pay?" 
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業員の採用，評価，そして給与支払いにいっそう関係するようになった。
分権化を促進したのは，組織全体でのより有効なコンピュータの活用で
あった。それは企業に対し，求人から退職に至るヒューマン・リソース・
マネジメント・システムの多くをラインに任せ，そのことでヒューマン・
リソース・マネジメント領域のコスト削減を可能にした (Yeungand 
Brockbank 1999)。権限をヒューマン・リソース・マネジメント部からラ
イン・マネジャーにまでシフトさせたもう 1つの新しい事態は，品質管理
運動と「高業績」運動の興隆であった。それは，経営上の意思決定への従
業員参加を通して，製品とサーヴィスの質を改善する広範にわたる取り組
みであった。 QWL運動と異なり， この取り組みはライン・マネジャー
—ヒューマン・リソース・マネジメント部のスタッフではなく一ーに
よって始められ，その結果ヒューマン・リソース・マネジメント部は時に
は職場での品質管理の取り組みに関係がないと見なされた。ヒューマン・
リソース・マネジャーがライン・マネジャーにプログラムを提供する代わ
りに， ライン・マネジャーは独自の主導権を発揮した (Caimanoet al., 
1999)。
企業のリストラクチャリングやウォール街とのより強力な提携がヒュー
マン・リソース・マネジャーにとって深刻な問題を生み出した。企業経営
に対する財務からのアプローチは，意思決定がますますコストと便益の短
期的な検討に基づくこと，そしてこれらのコストと便益が数量化できねば
ならないこと，を意味した (Lafferty1996)。もちろん，以前から指摘さ
れていたヒューマン・リソース・マネジメントの問題は， コストは数量化
でき，短期的なものであったのに対し，便益はそうはいかないという問題
である。（例えば，巨大多国籍企業内でトップ・マネジメントを育成する
には10~15年かかる。）レイオフ回避政策やキャリア開発プログラムなど
の正当化はますます難しくなった。従業員がコストと見なされ，ライン・
マネジャーがより大きな統制力をもつなかで，ヒューマン・リソース・マ
ネジャーは 1つの選択に直面した。彼らは，「従業員を中心に置いた」
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ヒューマン・リソース・マネジメント政策の長所を主張し．長期を重視
しそして従業員の擁護者としての立場を断固貫くことで，企業が向かお
うとしている方向に強く反対できるはずであった。あるいは，彼らはより
実際的なアプローチ．ライン・マネジャーとは仕事上のパートナーと見ら
れ．財務と経理からは戦略面でのパートナーと見られるアプローチに移行
できるはずであった。自分の仕事を続けることを望んだヒューマン・リ
ソース・マネジャーたちにとって，決断は簡単な話であった。あるヒュー
マン・リソース・マネジャーは次のように語っている。「不満をもつ従業
員を宥めることから．内部の顧客と話し合うことまで，我々の役割は刷的
に変化した。我々は，従業員だけへの注目からビジネス指向に焦点を当て
る方向へと動いた。ビジネスを支援するためだけにここにいることが．基
本的な考え方の変化を示している。」 (Csoka1995, 31) 
これまでの役割が廃れるにつれて．なおかつ仕事上のパートナーと戦略
面でのパートナーとしての新しい役割のもとで，いったい何がヒューマ
ン・リソース・マネジメントの責任なのかがはっきりしなくなっていっ
た。ヒューマン・リソース・マネジャーをライン・マネジャーの仕事上の
パートナーと呼ぶことは印象的な響きをもつが，それは従業員を管理する
という平凡な仕事をライン・マネジャーのなすがままにしておくという残
念な結果を伴っていた。ある研究は．ライン・マネジャーが自身を効果的
な監督者にするスキルの組み合わせをもっていなかったことを示した。彼
らは，技術上の専門知識の活用や，顧客のために事態を打開するといった
能力はあったが．チームのモラール｛士気｝の向上．部下とのコミュニケー
ション．そして従業員を選抜し動機づける能力はもっていなかった
(Lombardo and Eichinger 1997)。もちろん, '--ついったことはヒューマ
ン・リソース・マネジメントの専門家が大きく貢献できる領域であった。
だが．多くのライン・マネジャーの態度は．「我々に電話するなこちら
から電話する」でありしかも電話は決して鳴らなかったのである。その
正当性を外部から支えてくれる政府や逼迫した労働市場がなかったことか
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ら， ヒューマン・リソース・マネジャーは， ヒューマン・リソース・マネ
ジメントを組織内の他の職能よりも重要度が劣っていると見なしていたラ
イン・マネジャーに対する影響力を失っていることを知ったのである。
1995年にある報告書が次のように述べていた。「ヒューマン・リソース・
マネジャー自身は，ライン・マネジャーや企業家との信用と信頼の危機に
直面していた」 (Csoka1995, 9), と。
「ハード」アプローチをとることは， ヒューマン・リソース・マネジメ
ントを企業内の最有力な考え方と同一歩調をとらせる効果をもたらした。
あるヒューマン・リソース・マネジャーは，「我々は，その唯一の使命が．
書式がきちんと完全なものとなっているのを確認し，クリスマスパー
ティーの世話をし．そして赤ん坊への贈り物を送ることと見なされてい
た．昔の思いやりのある（あるいはばかな）人事部長ではないことを示し
たい」 (Csoka1995, 22). と語っていた。だが．「よりハード」で，そして
より数字指向になる際には，もっとも簡単に出せる数字が財源の消費に関
係していたことから， ヒューマン・リソース・マネジメントは気づかない
うちによりいっそうの削減を自認していた (Pfeffer1997)。さらに，「ハー
ド」面の強調は，分権化し，市場指向を強める組織のなかで，従業員を管
理するには業績給制度しかないとするライン・マネジャーの信条を暗黙の
うちに信頼するようになっていた。けれども， これはまさにインダストリ
アル・エンジニアであったフレデリック ・W・テイラーが1900年代初期に
すでに論じていたことであった。従業員管理についての心理的・社会的な
複雑さに関する60年に及ぶ研究が，あたかも行われてないかのような扱い
であった。その責任の一端はヒューマン・リソース・マネジャー自身にあ
る。彼らの多くはその研究の基礎にあるものを理解しておらず，そのこと
でヒューマン・リソース・マネジメントに対する理論的な原理を納得いく
よう明確に表現することができず，またコンサルタントからはアウトソー
シングされるという弱みをもつものにしていた。ヒューマン・リソース・
マネジャーはまた， しばしば経理と財務の基本的な知識ももっていなかっ
ジャコー ビィ「ヒュー マン・リソー ス・マネジメントの1世紀」（伊藤） (1061) 197 
た (Legge1995)。
最後に．ヒューマン・リソース・マネジャー自身が「戦略面でのパート
ナー」と称する機会が増えたのに対して，現実にはそういった職能は企業
レヴェルにおける重要な決定から締め出されていた。事業部門を再検討す
るか．あるいは合併・ 買収の提案を作成するといった場合． ヒューマン・
リソース・マネジャーが関与したのは重要な意思決定が行われた後であっ
た (Purcelland Ahlstrand 1994; Marginson et al., 1993)。すなわち．彼ら
は戦略を策定するのではなく実行しただけであった。ヒューマン・リソー
ス・マネジメントは. 1980年代によりいっそう流行した分権型で，財務指
向で，肉食獣型の企業には存在しない傾向があった。それで．新しい立派
なレトリックにもかかわらず．ヒューマン・リソース・マネジメントは比
較的低い地位の職能のままであった。
1990年代半ば以降のヒューマン・リソース・マネジメント：新しい時代の到来か
振り子はヒューマン・リソース・マネジメントが流行する方向に再び振
れるのだろうか。逼迫した労働市場という刺激が再来するなかで．そうな
る可能性を示唆する証拠がある。 1997年から2000年にかけて．失業者が急
激に減少し, 1960年代後期以降最も低い失業率をもたらした。管理職と熟
練労働者に対する需要は非常に大きなものとなっている。あるヘッドハン
ティング会社は．レイオフ・プランを発表している会社の管理職のもとに
は， しばしばレイオフが実行される前に何件かの求人が来ると報告してい
る。企業が人手を奪い合うようになるにつれて．募集に専念するヒューマ
ン・リソース・マネジメント・スタッフの規模が拡大されている。一方．
そういった企業は．伝統的なキャリア機会の提供で新入社員を勧誘してい
る。企業は．管理者と専門家にその将来性に自信を取り戻させるために．
旧いスタイルの能力開発と教育訓練プログラムの埃を払って再導入してい
る。これらすべては．ヒューマン・リソース・マネジメントの専門家の仕
事と責任の増大を意味している。例えば．シティバンクは, 1990年代半ば
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のレイオフにもかかわらず．その社員数がこれから数年間で増えることを
予想している。それでシティバンクは，最近1万人の管理者向けの正式な
キャリア開発プログラムを制定した。ヒューマン・リソース・マネジメン
ト担当の同社の副社長は，「社員が我々とともに長期のキャリアをもちた
いと考えるようにしたい」(BusinessWeek, 22 June 1998, 67). と語っている。
2000年末に始まった経済の冷却は．中西部のような景気循環に敏感な産
業のある地域では労働力不足をある程度和らげるであろうが．人口統計は
企業を救済する方向とは逆の作用を示唆している。 1980年代末と1990年代
初期には．ベビーブーム世代出身の交替要員が豊富にいたから．多くの高
給取りの年配労働者を解雇できたのである。しかしながら，ベビーブーム
世代に続く世代—ジェネレーションXーーは比較的少人数である。現在
の推計では35歳から44歳層の人数は， 2000年から2015年までに15%下落す
ると見なされている。人口統計上のプレッシャーを和らげるものとして企
業の視野に入っているものはほとんどない。長期の上昇傾向を示した女性
労働者の参入は横ばいになっているし．その間のホワイトカラーの生産性
の伸びは小さかった (Chamberset al., 1998)。
同時に，企業は依然として熟練した専門的．管理的，そして技術的な従
業員に依存している。次第に経済を支配しつつあるハイ・テク産業とサー
ヴィス産業では，知的資本は会社にとって主要な競争優位の源泉となって
いる。それゆえ．「優位性が構築され．防衛されるのは， もはや製品市場
ではなく，無形資産である」 (Teece1998, 77)。これとともに，モラール
｛士気｝，独創性，繋ぎ止めを促進するヒューマン・リソース・マネジメン
トの政策がますます注目されるようになる。あるソフトウェア会社の
ヒューマン・リソース・マネジメント部長が述べているように，「午後5
時に我々の資産の95%がドアから出ていく。我々は彼らが翌朝もドアを入
7) 1978年初めに，公益企業の土地，工場，設備に関する帳簿価格は，企業の財務債
権市湯価値の83%であった。 1997年末までに，それは市場価値の 3分の 1以下に
なっていた (Blairand Stout, 199, 7 4)。
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る気にさせる環境をもっていなければならない」 (Groves1998, D-5)。要
するに，労働力不足と従業員の繋ぎ止めに関心をもつ企業は，組織内の
ヒューマン・リソース・マネジメント職能の果たす役割を強化すること
で， 21世紀も存続する可能性が高い匹
経営戦略の新しい理論は，人的資本と他の無形資産のますます拡大する
重要性を表している。そういった理論は，競争優位は他の企業がもってい
ない資源真似ができないか代わるものがない資源の所有にあることを強
調している。それには，人的資本，知的財産，（特有な企業文化あるいは
イノヴェーションヘのアプローチを含む）組織構造，そして従業員と顧客
の間の長期の関係，が含まれている。こういった資源が， コスト最小化や
製品多角化といった他の戦略に対する代替物というよりも補完物と考えら
れている一方で，それらはビジネス思考における力点を自社と他社を区別
する内部の諸要因へとシフトさせている。それらはまた，戦略を純粋に財
務面への配慮からコア・コンピタンスとシナジー効果の問題によって左右
されるものへとシフトさせている。企業は，差別化され，分権化された利
益センター (profitcenters) として事業部門を扱っている限り，シナジ一
効果は達成できないことを理解しつつある (Barney1991; Foss 1997; 
Purcell 1995)。
これらの新しい戦略が採用された企業では， ヒューマン・リソース・マ
ネジャーが演じる重大な責務が生まれている。新しいアプローチに固執す
る企業は，業務を遂行しながらの学習 (on-the-joblearning). あるいは
チーム方式や他の高業績業務活動の育成によるかどうかにかかわらず，そ
の従業員に対して長期にわたって投資する傾向をもつ。そういった企業
は，ヒューマン・リソース・マネジャーがライン・マネジャーにヒューマ
ン・リソース・マネジメントに伴う結果に関する説明責任があると考える
企業で，そこでは，ヒューマン・リソース・マネジメントはライン・マネ
ジャーによってなされたひどい決定から従業員を守り，実際守れる企業と
なる傾向がある。そういった企業はまた従業員のモラール｛士気｝，独
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創性，そしてコミットメントを促進する強い企業文化の創造に真剣に取り
組む企業となる傾向がある。これは，広範な従業員サーヴィスだけでな
く，従業員との間の徹底的なコミュニケーションと包括的な情報の共有を
必要とする。それで，資源に基づくアプローチを追求している企業では，
ヒューマン・リソース・マネジャーが求人と繋ぎ止め，組織の文化と価
値，そして人的資本を経営戦略にフィットさせる際に主要な役割を演じる
のである (Pfeffer1998; Becker and Huselid 1999; Reichheld 1996)。
労働力不足の継続，知的資本の重視，そして資源に基づく新しい競争モ
デルのすべてが，社内におけるヒューマン・リソース・マネジメントの立
場にとって良いニュースを意味している。けれども， これらは繊細な葦で
ある。実際もし会社がさらに経営戦略に焦点を当てるようになれば，よ
り大きなシェアをもつ競争相手への売却で関係のない事業部門を捨てるに
つれて（そして競争相手が関連買収を行えば），我々は企業の集中度の向
上を見るかもしれない。実際のところ， 1995年以降集中度にわずかな向上
が見られたが， 1980年から1995年にかけて集中度が低下したことは，財務
モデルがたいていの企業おいて経営戦略に対する最有力なアプローチで
あったことを示唆している (White2001)。そして， ヒューマン・リソー
ス・マネジメントが戦略的な活動＿あるいは仕事上のパートナーである
こと一一ーにさらに関係しているという証拠はそのほとんどが事例証拠であ
る。そこにあるつながりが経営戦略からヒューマン・リソース・マネジメ
ント政策にまで至っているのを示唆する体系的な研究はほとんどない。別
の言い方をすれば， ヒューマン・リソース・マネジメントは反応であっ
て，企業戦略を具体化していないのである。そのつながりは，後継者育成
計画やビジネス目標を業績基準と報酬に結び付けるような どちらかと言
うと従来型の要素である (Grattonet al., 1999)。
他のデータも同様に， ヒューマン・リソース・マネジメントが企業の階
層のなかであまり重要でない立場にあり続けているという印象を与える。
第 1に，アメリカの最高経営責任者 {CEO}でヒューマン・リソース・マ
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ネジメントを経歴としてもっている者はほとんどいない。第2に，ヒュー
マン・リソース・マネジメントには他の管理専門職に比べて女性やマイノ
リティが高い比率でいる。このことは，一般的にはその職業上の地位の低
さを示す徴候である8)。第3に， ヒューマン・リソース・マネジャーはた
いていの他の管理専門職よりも低い給与しか受け取っていない。主な管理
的職種10種のなかで， ヒューマン・リソース・マネジャーの平均年収は上
から 8番目で，購買管理者と輸送管理者よりも若干上で，情報システム，
マーケティング，財務，営業よりもはるか下であった9)。最後に，ヒュー
マン・リソース・マネジャーが取締役会に常時出席している日本のような
国と比較すれば，フォーチュン1000社の内のわずかに 6社が同じ特典を与
えていたにすぎなかった10)0 
結 論
これまでの 1世紀にわたって，人事管理は管理階層のなかで必要なス
タッフ機能を果たすものとしてその地位を固めてきた。しかし，その地位
と権限は， 20世紀前半の最少コスト，大量生産的な考え方と，最近の短期
で株主主導型の考え方の支配のなかで危険な状態にある。それゆえ，
ヒューマン・リソース・マネジャーは自分たちの存在を正当化するために
繰り返し外部の環境に頼ってきた。環境が脅威にさらされている時―す
なわち，労働力不足，政府，あるいは組合が労務コストを吊り上げている
時—は， ヒューマン・リソース・マネジメントは会社の問題に対して追
8)この点は．労働統計局の人口動態調査 (ftp://ftp.bis.gov/pub/special.requests/If/ 
aatll.txt)を参照のこと。それによると.1999年に女性は全管理職の49%を占めて
いたが．人事・労働関係の管理職では60%を占めていた。一方．黒人の場合．全体
の8%に対し．人事管理職では11%を占めていたのである。
9)賃金デー タは労働統計局の以下のものである。 OccupationalEmployment Statistics, 
(http://stats.bis.gov/news.release/ ocwage.tOl.htrn) 
10)取締役会に関するデータは，コーン・フェリー (Korn/Ferry)のキャロライン・
ナハス (CarolineNahas)に提供していただいたものである。
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加の財源と影響力の強い発言権を手に入れることができた。このようにし
て．ヒューマン・リソース・マネジメントはコストをかけてそれ自身とそ
の力を正当と認めさせ．自身は財務・数量的な方針と同一歩調をとる。だ
が．ヒューマン・リソース・マネジメントは激動の時代でない時には．そ
の権限を確保し．そして制度化するのに苦労していた。
ヒューマン・リソース・マネジメントの問題の一部はそれ自身が作りだ
したものでもあった。ヒューマン・リソース・マネジメントには．社内で
その専門的知識を正当化する強力で首尾一貫した理論がないのである。専
門職業化に向けた努力が繰り返しなされる一方で． ヒューマン・リソー
ス・マネジメント専門化の価値に関しては広範なビジネス上の経験を欠い
ていたがゆえに，こういった努力は裏目に出た。人事管理者が従業員の発
言権を社内で擁護する者としてその職位を強化できたのに対し．近年人事
管理者はこの役割を避けている。これまでは何度も．外部のグループが社
内の人事管理職能の地位を強化するのを助けてきた。そういったグループ
には．労使関係カウンセラーズ社．クラレンス・J・ヒックスが始めたシ
ルバー・ベイ会議 (SilverBay conference), 経済開発委員会 (Committee
for Economic Development)があった。しかしながら，今日そういった組
織はほとんどなく．ヒューマン・リソース・マネジャーは外部の出来事の
予期せぬ変化に左右されるままの状態に置かれている。
だが．未来は必ずしも暗いものでもない。指摘してきたように従業員
を競争力の源泉として重視する新しい経営戦略のアプローチがある。そし
て，知的資本の重要性がかつてなく増大している。さらに，社内．社内の
トップ． とくに部門レヴェルと工場レヴェルで．ヒューマン・リソース・
マネジメント職能の地位向上に向けた何かが行われねばならないというコ
ンセンサスが現れてきているのが感じられる。そういった危機感から．も
しかすると組織におけるヒューマン・リソース・マネジメントの新しいモ
デルが出現するかもしれない。専門的知識を役立てて，この新しいモデル
の発展を支援するのが「外部」にいる我々の義務である。
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